
庁  議  案  件   Ｎｏ．１   

平成２４年７月３１日  

所  管   財 政 局 財 政 部  

  

件  名 平成２３年度堺市決算見込みについて 

経 過 ・現状 

 

政 策 課 題 

 

○ 普通会計の実質収支は、＋９．９億円となり、３２年連続の黒字を確保した。

○ 昭和５９年度以来、２７年ぶりとなる、全会計において実質収支及び資金収

支の黒字を達成した。 

○ 健全化判断比率等は、各指標とも引き続き国の基準を大幅に下回っており、

実質公債費比率及び将来負担比率はさらに改善した。 

 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取組 

（ 案 ） 

 

◆ 普通会計 

◇ 実質収支       ＋９．９億円（22年度        ＋９．８億円） 

◇ 単年度収支     ＋０．１億円（22年度        ＋２．６億円） 

◇ 市債残高 ３，３０３．５億円（22年度  ２，９８１．６億円） 

◇ 基金残高     ５２９．０億円（22年度      ５００．６億円） 

◇ 経常収支比率     ９５．５％（22年度        ９５．１％） 

 

◆ 特別会計・企業会計（主な会計） 

◇ 国民健康保険事業特別会計  ＋３．１億円（22年度   ▲３１．０億円）

◇ 病院事業会計          ＋１１６．４億円（22年度   ▲１５．０億円）

◇ 水道事業会計          ＋１１５．９億円（22年度 ＋１１５．５億円）

◇ 下水道事業会計            ＋１．２億円（22年度   ▲  １．９億円）

 

 

◆ 健全化判断比率等 

◇ 実質赤字比率            なし（22年度  なし） 

◇ 連結実質赤字比率        なし（22年度  なし） 

◇ 実質公債費比率      ４．９％（22年度    ５．４％） 

◇ 将来負担比率      ５２．８％（22年度  ５９．８％） 

◇ 資金不足比率      全ての法適用企業会計で資金不足額なし 

 

効 果 の 想定 
 

 

関 係 局 との 

政 策 連 携 
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平成24年7月31日 

平成23年度 堺市決算見込み 

 

Ⅰ 普通会計 決算 

１ 決算総額及び決算収支（普通会計） 

     実質収支    ＋9.9 億円 （H22 ＋9.8 億円） 

    単年度収支   ＋0.1 億円 （H22 ＋2.6 億円） 

 

 

 

 

 

(単位：億円）
繰越すべき 単年度

財源 収支

22 3,269.3 3,236.6 32.7 22.9 9.8 2.6

23 3,549.9 3,519.5 30.4 20.5 9.9 0.1

実質収支年度 歳入総額 歳出総額 差引

 
 

 

実質収支と単年度収支

9.0
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▲ 1.0
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5.0

7.0

9.0

11.0

(億円） 実質収支 単年度収支

実質収支 9.0 9.7 7.1 9.8 9.9

単年度収支 1.9 0.7 ▲ 2.6 2.6 0.1

H19 H20 H21 H22 H23

 

※端数処理の関係で、各年度間の実質収支の差が、単年度収支と一致しないことがあります 

実質収支は＋9.9 億円と 32 年連続となる黒字を確保 
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２ 歳 入 

     歳入総額    3,549.9 億円 （H22 3,269.3 億円 +280.6 億円） 

 

市税は、個人市民税が減少したものの、固定資産税、たばこ税の増収等により、

全体としては増となった。また、堺病院の独立行政法人移行に伴い第三セクター等

改革推進債を発行したことや、生活保護費負担金等の増に伴い国庫支出金が増加し

たことなどにより、歳入総額は平成 22 年度と比べて 280.6 億円増加し、3,549.9

億円となった。 

歳入の主な増減 

市税（1,326.2 億円、＋10.3 億円、+0.8%） 

 給与所得者の減などにより個人市民税は減（▲9.6）となったものの、企業の収益増に伴う法人市民税の

増（+3.8）や臨海部企業の設備投資が進んだことによる固定資産税の増（+6.4）、たばこ税の増税による

増（+7.3）等により市税は増加となった。 

 

 国庫支出金（770.1 億円、+52.8 億円、+7.4%） 

生活保護費の増加に伴う国庫負担金（+28.0）や障害者自立支援給付費の増加に伴う国庫負担金

（+7.2）の増などにより、国庫支出金は増加となった。 

 

市債 （585.0 億円、+241.8 億円、+70.5%） 

臨時財政対策債が増（+30.7）となり、堺病院の独法化に伴う第三セクター等改革推進債の増（+140.0）、

PFI 手法を導入した新清掃工場整備推進事業債の増（+52.6）等により市債は増加となった。 

歳入の主なもの （単位：億円、％）

歳入総額 3,269.3 3,549.9 280.6 8.6

市税 1,315.9 1,326.2 10.3 0.8

(うち個人市民税) (416.5) (406.9) (▲ 9.6) （▲2.3)

(うち法人市民税) (98.5) (102.3) (3.8) (3.9)

(うち固定資産税) (593.5) (599.9) (6.4) (1.1)

交付金 178.8 179.9 1.1 0.6

地方交付税 244.3 218.8 ▲ 25.5 ▲ 10.4

使用料及び手数料 77.4 68.0 ▲ 9.4 ▲ 12.1

国庫支出金 717.3 770.1 52.8 7.4

(うち生活保護費） (308.1) (336.1) (28.0) (9.1)

(うち障害者自立支援給付費) (66.1) (73.3) (7.2) (10.9)

(うちその他) (343.1) (360.7) (17.6) (5.1)

府支出金 168.3 158.8 ▲ 9.5 ▲ 5.6

財産収入 7.5 18.9 11.4 152.0

繰入金 10.3 23.8 13.5 131.1

諸収入 96.9 84.9 ▲ 12.0 ▲ 12.4

市債 343.2 585.0 241.8 70.5

(うち退職手当債) (20.0) (18.3) (▲ 1.7) （▲8.5)

(うち臨時財政対策債) (168.0) (198.7) (30.7) (18.3)

(うち三セク債) (140.0) (140.0) 皆増

その他 109.4 115.5 6.1 5.6

増減率区　　分 H22 H23 増減額
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【参考】                   

○市税について 

市税収入の推移

454.8 449.4 416.5 406.9
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市民税
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固定資産税 都市計画税 その他

その他

都市計画

固定資産

法人

個人

1,326.21,325.7 1,324.4
1,273.4

1,315.9
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３ 歳 出 

     歳出総額    3,519.5 億円 （H22 3,236.6 億円 ＋282.9 億円） 

要員管理の徹底などにより、人件費は減少したものの、生活保護費や障害者自立支

援給付費、子ども医療費などの扶助費や、後期高齢者医療費、介護保険給付費の増加

に伴う繰出金など、社会保障関連経費が増加した。 

また、公債費は普通交付税の代替措置である臨時財政対策債の発行額が増えている

ことから増加しており、物件費も小児用肺炎球菌ワクチン等の接種事業の開始により

増加した。 

さらに新清掃工場整備事業や阪神高速大和川線事業の進捗により普通建設事業が

増加したほか、堺病院の独立行政法人移行に伴う出資金が大きく増加した。 

歳出の主な増減 

人件費（524.5 億円、▲18.1 億円、▲3.3%） 

・ 退職手当 63.3 億円（▲5.8 億円）→退職者数▲57 人（H22 439 人  →  H23 382 人） 

・ 退職手当を除く職員給 349.7 億円（▲11.8 億円） 

→[普通会計]職員数 ▲157 人  （H22   5,276 人  →   H23   5,119 人） 

※ 普通会計職員数：全会計から廃棄物特会及び企業会計を除いたもの 

 

扶助費（1,047.5 億円、＋56.0 億円、+5.6%） 

・ 生活保護費                         （+21.1 億円） 

・ 障害者自立支援給付                 （+14.3 億円） 

・ 子ども医療費                        （+ 6.2 億円） 

 

公債費（312.4 億円、＋10.0 億円、+3.3%） 

・ 臨時財政対策債元利償還金           （+ 7.3 億円） 

・ 退職手当債元利償還金               （+ 4.1 億円） 

 

物件費（408.3 億円、＋21.4 億円、+5.5%） 

    ・  小児用肺炎球菌・Hib ワクチン接種委託 （＋ 4.0 億円） 

    ・  子宮頸がんワクチン接種委託         （＋ 4.6 億円） 

    ・  保険年金電算システム開発          （＋ 6.0 億円） 

 

繰出金（243.7 億円、＋8.8 億円、+3.7%） 

    ・  後期高齢者医療繰出金            （＋ 5.8 億円） 

    ・  介護保険事業特別会計繰出金        （＋ 2.6 億円） 

 

普通建設事業費（445.0 億円、＋60.2 億円、+15.6%） 

    ・  新清掃工場整備事業              （＋65.3 億円） 

    ・  阪神高速大和川線事業             （＋34.5 億円） 

     ・  健康福祉プラザ整備事業           （＋18.1 億円） 

    ・  小阪住宅建替事業                （＋ 6.9 億円） 

    ・  サッカーＮＴＣ宿泊施設整備事業       （＋ 2.0 億円） 

     

出資金（170.7 億円、＋148.8 億円、+679.5%） 

    ・  市立堺病院事業会計出資金         （＋140.0 億円） 
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歳出の主なもの (単位：億円、％）

H22 H23 増減額 増減率

3,236.6 3,519.5 282.9 8.7

人件費 542.6 524.5 ▲ 18.1 ▲ 3.3

（退職手当） (69.1) (63.3) (▲ 5.8) (▲ 8.4)

（退職手当以外） (473.5) (461.2) (▲ 12.3) (▲ 2.6)

扶助費 991.5 1,047.5 56.0 5.6

(生活保護費) (422.1) (443.2) (21.1) (5.0)

(障害者自立支援給付費) (132.7) (147.0) (14.3) (10.8)

(子ども医療費) (19.7) (25.9) (6.2) (31.5)

(その他) (417.0) (431.4) (14.4) (3.5)

公債費 302.4 312.4 10.0 3.3

1,836.5 1,884.4 47.9 2.6

386.9 408.3 21.4 5.5

269.0 271.4 2.4 0.9

36.3 29.7 ▲ 6.6 ▲ 18.2

23.5 22.5 ▲ 1.0 ▲ 4.3

42.8 43.8 1.0 2.3

234.9 243.7 8.8 3.7

21.9 170.7 148.8 679.5

384.8 445.0 60.2 15.6

区分

繰出金

出資金

普通建設事業費

積立金

維持補修費

貸付金

    義務的経費計

物件費

補助費等

歳出総額
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４ 主な財政指標 

 （１）経常収支比率  Ｈ23 95.5％  （Ｈ22 95.1％  ＋0.4 ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率の推移

93.7

94.6

96.8

95.1
95.5

(94.3)

(94.6)

(95.6)

(94.3)

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

H19 H20 H21 H22 H23

％
経常収支

政令市平均

 

市税収入をはじめとした経常的な歳入は増加したものの、生活保護費、自立支

援給付費、子ども医療費などの扶助費や、後期高齢者医療費や介護給付費などに

対する繰出金などの社会保障関連経費、また小児用肺炎球菌ワクチン接種事業な

ど保健衛生にかかる物件費など経常的な歳出が増加したことなどから、経常収支

比率は 0.4 ポイント悪化し、95.5％となった。 



 7

 

（２）市債残高 H23 3,303.5 億円 （H22 2,981.6 億円 ＋321.9 億円） 

     【臨時財政対策債を除く市債残高 Ｈ23 2,374.1 億円 Ｈ22 2,213.5 億円 ＋160.6 億円】 

 

 

 

 

 

 

市債残高の推移

2,191.3 2,184.4 2,259.2 2,213.5
2,374.1

542.6 574.3
632.7 768.1

929.4

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

億円

臨財債を除く 臨財債

2,733.9 2,758.7
2,891.9

2,981.6

3,303.5

 

 

堺病院の独立行政法人化に伴い第三セクター等改革推進債を発行したことや、普

通交付税の代替措置である臨時財政対策債を発行したことから市債残高は増加し

ている。 
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（３）基金残高   

H23 529.0 億円 （H22 500.6 億円 ＋28.4 億円） 

 

 

 

 

 

基金残高の推移

16.3 26.0
49.6

67.9
104.0

357.4 352.0
330.0

350.8

342.4

69.6 70.4 81.1

81.9

82.6

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

H19 H20 H21 H22 H23

億円

減債・財政調整基金 特定目的基金 定額運用基金

443.3
448.4 460.7

500.6
529.0

 

 

 

 市場公募債の発行に伴う満期一括償還金のルール分を積み立てたことや、中長

期的な公債費負担の増加に備えるため任意分を積み立てたことによる減債基金

の残高増などにより、基金の残高は増加した。 
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Ⅱ 特別会計、企業会計決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特別会計決算 

 

（単位：億円）

会計名 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

繰越すべき
財源

実質収支 単年度収支
前年度
実質収支

都市開発資金 6.2 6.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

国民健康保険 974.9 971.8 3.1 0.0 3.1 34.1 ▲ 31.0

公共用地先行取得 2.8 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

母子寡婦福祉
資金貸付

6.2 5.4 0.8 0.0 0.8 0.1 0.7

廃棄物発電 4.2 4.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護保険 531.1 529.4 1.8 0.0 1.8 ▲ 6.6 8.3

公債管理 370.9 370.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

後期高齢者医療 82.4 79.9 2.5 0.0 2.5 0.3 2.2

特
別
会
計

   

  

 

 

 

企業会計決算  

 
（単位：億円）

会計名 収益的収入 収益的支出 収支差引
純利益又は
純損失

当年度未処分利

益又は未処理欠

損金

資金収支額

(資金不足・

剰余額)

前年度資金不足

・剰余額
資金収支差引

市立堺病院
事業

126.1 137.2 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 242.1 116.4 ▲ 15.0 131.4

水道事業 175.9 169.7 6.2 4.5 38.4 115.9 115.5 0.4

下水道事業 249.6 234.0 15.7 11.7 ▲ 95.0 1.2 ▲ 1.9 3.2

企業会計

 

 

 

○ 国民健康保険事業特別会計は 3年連続で単年度収支が黒字となり、実質収支が

昭和５９年度以来の黒字に転化 

○ 病院事業会計は医師や看護師など医療スタッフの確保にかかる給与支出が増加

したことなどから純損失が発生したものの、独立行政法人移行に伴う一般会計

からの出資金が増加したため、資金収支が黒字に転化 

○ 下水道事業会計は資金収支が平成 11 年度以降計上していた不良債務が解消し、

黒字に転化 

○ 全ての会計で実質収支、資金収支が黒字となった 
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Ⅲ 健全化判断比率等 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率の推移 （単位：％）

企業会計名 H19 Ｈ20 H21 H22 H23
（参考）

経営健全化基準

堺市市立堺病院事業会計 14.5 14.8 17.5 12.9 －

堺市水道事業会計 － － － － －

堺市下水道事業会計 － － － － －

廃棄物発電事業特別会計 － － － － －

20.0

 

 

 

 

 

 

健全化判断比率の推移 （単位：％）

H19 H20 H21 H22 H23
（参考）

早期健全化基準

- - - - -
（＋9.0億円） （＋9.7億円） （＋7.1億円） （＋9.8億円） （＋9.9億円）

- - - - -
（＋41.8億円） （＋44.7億円） （＋39.8億円） （＋89.7億円） （＋250.8億円）

実質公債費比率 7.1 6.9 6.3 5.4 4.9 25.00

将来負担比率 70.7 81.1 77.8 59.8 52.8 400.00

実質赤字比率 11.25

連結実質赤字比率 16.25

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 病院事業会計は独立行政法人化に伴う一般会計からの出資金の増加により、 

資金不足が解消 

○ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は昨年度に引き続き黒字となった 

○ 実質公債費比率は前年度より 0.5 ポイント改善し、4.9％となった 

○ 将来負担比率は前年度より 7.0 ポイント改善し、52.8％となった 


